
 

 

 

平成 26 年５月 23 日 

各 位 

本社所在地 東京都新宿区北新宿二丁目 21番１号 

会 社 名 健康コーポレーション株式会社 

代 表 者 代表取締役社長   瀬 戸  健 

コード番号 2928 札幌証券取引所アンビシャス 

問 合 せ 先 

 

取 締 役     香 西 哲 雄 

 電 話 番 号 03-5337-1337 

Ｕ Ｒ Ｌ http://www.kenkoucorp.co.jp/ 

 

 

株式会社ゲオディノスによる決算説明会資料 

「健康コーポレーションとの戦略的事業資本提携」作成に関するお知らせ 

 

当社は、子会社である株式会社ゲオディノスと連名で「決算説明会資料『健康コーポレ

ーションとの戦略的事業資本提携』作成に関するお知らせ」を公表いたしましたので別紙

１のとおりお知らせいたします。 

 なお、決算説明会資料「健康コーポレーションとの戦略的事業資本提携」については、

同社のホームページ（http://www.geodinos.jp/）をご覧ください。 

 

 

以上 
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平成 26 年５月 23 日 

各 位 

本社所在地 北海道札幌市中央区南３条西１丁目 8番地 

会 社 名 株式会社ゲオディノス 

代 表 者 代表取締役社長     河野  正 

コード番号 4650 東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ 

問 合 せ 先 常 務 取 締 役     吉 住   実 

電 話 番 号 011-241-3951 

Ｕ Ｒ Ｌ http://www.geodinos.jp/ 

 

本社所在地 東京都新宿区北新宿二丁目 21 番１号

会 社 名 健康コーポレーション株式会社 

代 表 者 代表取締役社長     瀬 戸  健 

コード番号 2928 札幌証券取引所アンビシャス 

問 合 せ 先 取 締 役      香 西 哲 雄 

電 話 番 号 03-5337-1337 

Ｕ Ｒ Ｌ http://www.kenkoucorp.co.jp/ 

 

 
決算説明会資料「健康コーポレーションとの戦略的事業資本提携」 

作成に関するお知らせ 

 

 

株式会社ゲオディノス（以下、「ゲオディノス」という。）及び健康コーポレーション株式会社

（以下、「健康コーポレーション」という。）は共同で、平成26年６月２日開催の決算説明会のた

めの資料「健康コーポレーションとの戦略的事業資本提携」を作成いたしましたので、以下のと

おりお知らせいたします。 

記 

１. 「健康コーポレーションとの戦略的事業資本提携」策定の背景 

ゲオディノスは、平成 26 年１月 10 日付「健康コーポレーション株式会社による当社株券

等に対する公開買付けの結果並びに親会社及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知ら

せ」のとおり、平成26年１月16日付にて、健康コーポレーショングループ（以下、「健康グルー

プ」という。）に入りました。その後、平成26年２月24日付臨時株主総会を開催し、新役員体制

にて、健康グループとのシナジー効果を具現化すべく、同日付にて「株主優待制度の一部変更

に関するお知らせ」と「ディノス札幌中央店への「ＲＩＺＡＰ（ライザップ）」出店に関するお

知らせ」を発表してまいりました。このたび、平成26年４月11日付「株式会社ＤｒｏｐＷａｖ

ｅの株式取得（グループ化）に関するお知らせ」にて発表したスマホアプリ会社の株式会社Ｄ

ｒｏｐＷａｖｅとの期待できるシナジー効果も含めた、より明確なゲオディノスの今後の方向

性と成長戦略を、健康コーポレーションと共同で、「健康コーポレーションとの戦略的事業資本
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提携」として策定いたしました。 

 

 

２. 「健康コーポレーションとの戦略的事業資本提携」の概要 

① 本戦略的資本提携の全体像～成長への大きな前進～ 

ゲオディノスの強み 

・ 上昇基調にあるフィットネス事業 

・ シニア層を取り込む健康ボウリング 

・ 同業他社にはない事業領域でのシナジー 

② 『最速』での収益性・経営基盤の強化 

・ 不採算店舗の見直し・コスト削減 

・ ブランド変更・あたらしい社風づくり 

・ 顧客リピート率の向上 

③ グループシナジー最大化、ＩＴ技術の最先端化による『攻め』の戦略 

・ グループノウハウ活用による新たな価値観の創出、顧客共有 

・ 最新ＩＴ技術を活用した集客強化 

・ フィットネス事業におけるＲＩＺＡＰとの顧客共有、集客強化 

④ 積極的な株主還元方針へ 

・ 業績連動型の配当方針への変更 

・ 機動的資本政策のための自己株式取得枠設定 

⑤ その他 

・ より充実した株主優待制度への変更 

 

以 上 
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